




















法案提出権と審議参加権等をもつ地方代表議会 (Dewan Perewakilan Daerah:DPD)の二院制をとることに
なった。地方の統治は州(provinsi)と州の領域を県及び市(kabupaten/kota)に分割して行われ，それぞれ




























































比率が 11.4%から 18.2%に上昇し，世界で 64位にランクされた。日本の女性国
会（衆議院）議員比率のこれまでの最高が 2009年総選挙後の 11.3%で，2012
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事実で 6ある。








































































　さらに改正された総選挙法（2008年法律 10号）第 8条 1項（ｄ）は，「政党
中央役員の少なくとも 30％は女性代表であること」を 2009年の総選挙参加政
党になるための条件とし，第 53条は，候補者リストの少なくとも 30％は女性
候補者にすること，第 55条 2項ではさらに，候補者リストのどの 3人をとっ
ても，そのうちの少なくとも 1人は女性でなければならないという男女交互名












































































補であること（Zipper Sistem）」（総選挙法第 55条 2項）が憲法第 28Ｄ条１項
に反するという申立人の意見に対しては，次のように述べている。
「女性のためのクォータシステムが，男性候補者の憲法上の権利を制約して





















9　Pendapat Mahakamah [3.15.1]; Putusan Nomor 22-24/PUU-VI/2008
インドネシアにおけるジェンダー・クォータの合憲性





















































































































































総数では，DPRの定数 560に対して女性は 98人から 101人に増加し，女性議
員比率も 17.5から 18.04に若干上昇している 16。
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